
2022 年 1月 26 日 

「2022 年アジア経済セミナー」を国際協力銀行と開催することについて 

株式会社百五銀行（頭取 伊藤 歳恭）と株式会社国際協力銀行（本社 東京都千代田区 総裁 

前田 匡史）は海外ビジネスを展開する日本企業への情報提供を目的に「2022 年アジア経済 

セミナー」を下記の通り開催しますので、お知らせします。 

本セミナーでは、日本のみならず世界で注目を集める SDGｓに関するアジア諸国の成長戦略の解

説に加え、中国、タイ、ベトナム、フィリピンの各国経済実情やコロナ禍の現状を、国際協力銀行

の各国首席駐在員を WEB で同時につなぐディスカッション形式でご紹介いたします。 

当行では、「お客さまの海外展開サポート」として、コロナ禍においても、最新の現地情報を提供

してまいります。 

記 

日 時 2022 年 2月 15 日（火）14:00～16:00 

セミナー形式 Zoom よる WEB 配信 

対 象 中国、タイ、ベトナム、フィリピンおよびアジア全域とのビジネスを行う法人のご担当者様 

 定 員  100 名程度 (事前予約制・先着順) 

申込締切 2022 年 2月 10 日（木） 

参加費 無料 

主 催 百五銀行、株式会社国際協力銀行 

内 容 

14:05～14:35 第 1部 基調講演 

「サステナブルファイナンスの拡大とアジア諸国の成長戦略」 

 スピーカー：株式会社日本格付研究所 国際審議役 増田 篤 氏 

14:35～14:45 国際協力銀行のご紹介 

「ポストコロナファシリティを含む業務説明」 

 スピーカー：株式会社国際協力銀行 本庄 正幸 氏 

14:45～15:55 第 2部  パネルディスカッション 

「中国・タイ・ベトナム・フィリピン各国首席駐在員に聞く現地事情」 

（SDGs、脱炭素への対応や当地の経済環境等をテーマに対談） 

パネリスト    ：株式会社国際協力銀行 上記 4か国の首席駐在員 

ファシリテーター：中日新聞（東京新聞）中国総局記者 白山 泉 氏 

申込方法 
以下 URL のお申込みフォームよりお申込みください。 

https://area18.smp.ne.jp/area/card/25455/eE2LJc/M?S=lcsglj0lbs0oapbl

 以上 



2022年２月15日(火)14:00～16:00

2022年アジア経済セミナー
アジアビジネスに役立つ情報を現地より駐在員がお届けします！
☑ 海外への渡航が制限される中、現地駐在員の話を聞きたい。

☑ コロナ禍におけるアジア各地の最新情報をリアルタイムで入手したい。

☑ アジア各国の環境や経済政策を知り、今後の海外展開に役立てたい。

オンライン

開催

参加費

無料

）● ●プログラム 開始15分前よりアクセス可能です

第1部基調講演（14:05-14:35）
「サステナブルファイナンスの拡大とアジア諸国の成長戦略」
スピーカー：株式会社日本格付研究所国際審議役増田篤氏

○国際協力銀行のご紹介（14:35-14:45）
「ポストコロナファシリティを含む業務説明」
スピーカー：株式会社国際協力銀行本庄正幸氏

第2部パネルディスカッション（14：45-15：55）
「中国・タイ・ベトナム・フィリピン各国首席駐在員に聞く現地事情」
（SDGs、脱炭素への対応や当地の経済環境等をテーマに対談）
パネリスト ：株式会社国際協力銀行上記4か国の首席駐在員
ファシリテーター：中日新聞（東京新聞）中国総局記者白山泉氏

申込期限
2/10(木) 〆切
定員100名 https://area18.smp.ne.jp/area/card/25455/eE2LJc/

M?S=lcsglj0lbs0oapbl

<情報の共同利用について>
※本セミナーのお申込みにあたりご提供いただく情報は、主催等にて共有し、セミナーの運営、並びに、
今後の各種ご案内等に使用する場合がございます。あらかじめご了承ください。

<注意事項>
※参加者には、ご案内をメールにてお送りしますので、事前に視聴環境の確認等を行ってください。
※当日はネットワーク環境の安定した場所からご接続ください。
※本セミナーは、ビデオ会議システム「Zoom」を利用して配信します。ご利用ＰＣ・端末の視聴・接続
に関する推奨環境についてはZoomサイトにてご自身でご確認をお願いします。

＜お問い合わせ＞百五銀行国際営業部（担当：中西、柴田）Email: kokusai01@hyakugo.co.jp

<後援＞中日新聞社三重県ジェトロ三重ジェトロ名古屋
独立行政法人中小企業基盤整備機構中部本部

＜協力＞株式会社日本格付研究所＜協賛＞一般財団法人海外投融資情報財団

＜主催＞


